
○ 美幌・津別広域事務組合火災予防規程  

 

平成 21 年４月 22 日  

消 本 訓 令 第 7 号 

改正 平成27年２月19日消本訓令第３号  令和元年７月１日消本訓令第７号  

令和３年３月31日消本訓令第１号    令和４年３月14日消本訓令第４号  

 

 （目的）  

第１条 この規程は、別に定めがあるものを除くほか、火災予防上必要な

事務処理について定めることを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

 ⑴ 査察 

消防対象物の火災を予防するため、消防法（昭和23年法律第 186 号。

以下「法」という。）第４条、第４条の２及び第16条の５の規定に基づ

く立入検査等を行い、当該対象物の不備欠陥事項等について必要な措

置を講じ、火災危険の排除を促すことをいう。 

 ⑵ 特殊対象物 

法第８条等に定める防火（防災）管理者の選任を必要とする防火対

象物及び法第17条第 1 項に定める消防用設備等を必要とする防火対象

物で、次により区分する。 

  ア 第１号対象物 

 特定防火対象物（法第17条の２の５第２項第４号に定めるものを

いう。）で、定期点検報告制度該当対象物等（消防法施行令（昭和36

年政令第37号。以下「令」という。）第４条の２の２）をいう。 

  イ 第２号対象物 

    第１号対象物以外の特定防火対象物をいう。 

  ウ 第３号対象物 

    第１号及び第２号対象物を除く特殊対象物をいう。 

 ⑶ 危険物対象物 

   法第２条第７項に定める危険物及び施設で次により区分する。 

  ア 第１種対象物 

 油槽所、販売所、製造所等の施設をいう。 
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  イ 第２種対象物 

    貯蔵所等の施設をいう。 

  ウ 第３種対象物 

    ＬＰＧ等の施設をいう。 

  エ 第４種対象物 

    特別な地域の危険物施設をいう。 

 ⑷ 一般対象物 

法第２条第３項に定める消防対象物のうち、特殊対象物を除いたも

のをいう。 

 ⑸ 査察員 

査察に従事する消防職員及び消防団員をいう。 

 （査察の実施） 

第３条 予防主幹、美幌消防署長及び津別消防署長（以下「主幹等」とい

う。）は、管轄区域内の防火対象物の規模、構造、用途及び危険物の管理

状況並びに地形、道路、水利、気象等を考慮し実情に応じた効果的な査

察を実施しなければならない。 

２ 美幌・津別広域事務組合消防本部消防長（以下「消防長」という。）は、

必要があると認めるときは、主幹等に対し査察の実施を指示し、又は査

察事務の遂行のために特に必要があると認めるときは、査察を行うこと

ができる。 

 （査察の種類）  

第４条 査察の種類は、次の各号のとおりとする。  

 ⑴ 通常査察  

一般対象物、特殊対象物、危険物施設について行うものとする。  

 ⑵ 随時査察 

消防長、主幹等が特に必要と認める場合に行うものとする。 

 ⑶ 工程査察 

   法第７条及び第11条に定める同意又は設置に伴う調査のために行う

ものをいう。 

 ⑷ 特別査察 

   消防長が特に必要と認める場合に行うものをいう。 

 （査察執行上の心得） 

第５条 査察員は、常に査察上必要な知識の習得を図るとともに、査察技

術の向上に努め査察にあっては、法第４条、法第４条の２又は法第16条

の５に規定するもののほか、次の各号に掲げる事項を守らなければなら  
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ない。  

 ⑴ 服装は、制服又は盛夏服を着用し、端正であること。ただし、対象

物等の特殊な事情により主幹等の承認を得た場合はこの限りでない。  

 ⑵ 態度は厳正にし、言動を慎み、懇切丁寧を旨とし、相手に不快の念

を与えないこと。 

 ⑶ 関係者、防火(防災)管理者、危険物取扱者、その他責任ある者に査

察の旨を告げ、原則として立会いを求めて行うこと。 

 ⑷ 火災予防上の不備欠陥に対しては、その理由を説明し、かつ、基準

その他必要な事項を明らかにし改善するよう指導すること。 

 ⑸ 防火設備、その他関係事項につき質問又は相談を受けたときは、関

係法令に基づき、防火対象物の業態、性質等に応じた適切な指導を行

うこと。 

 ⑹ 関係者の民事的紛争に関与しないこと。  

 （査察事項）  

第６条 査察は、火災予防及び火災に関連する人命の安全を主眼とし、査

察の種類及び防火対象物の状況に応じ、次の各号に定める位置、構造、

設備及び管理の状況又はその他の防火管理の状況等の全部又は一部につ

いて行なうものとする。  

 ⑴ 建築物その他の工作物  

 ⑵ 火気使用施設及び器具 

 ⑶ 電気施設及び器具 

 ⑷ 消防用設備等又は特殊消防用設備等 

 ⑸ 消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検結果報告及び維持台帳の

記録 

 ⑹ 防火対象物点検結果報告書の記録 

 ⑺ 消防計画並びに自衛消防訓練実施の状況及び報告等  

 ⑻ 防火管理及び避難管理状況 

 ⑼ 危険物、ＬＰＧ、指定可燃物及び放射線物質等の関係施設 

 ⑽ 危険物製造所等の定期点検、点検記録表の作成及び保存 

 ⑾ その他必要と認める事項 

 （年間査察計画） 

第７条 消防長は、毎年３月末までに翌年度の査察方針を主幹等に示すも 

のとする。  

２ 主幹等は、前項に規定する年間の査察方針に基づき、管内の情勢に即

応した年間の通常査察計画を作成し、消防長に報告しなければならない。 

１２５３ 

〈
美
津 

二
十
八
〉 



３ 消防長は、前項に規定する年間査察計画について、特に必要があると

認める場合は、当該計画の変更を命ずることができる。 

 （指導書等の交付）  

第８条 査察員が査察を行った結果、火災予防上改善の必要があると認め

られる事項は、指導書（様式第１号の１）又は立入検査結果通知書（様

式第１号の２～３）により関係者に通知指導しなければならない。  

 （査察結果報告）  

第９条 査察員が査察を行った場合は、そのつど結果をそれぞれ消防長、

主幹等に復命するとともに、特殊対象物査察簿（様式第２号）、危険物製

造所等査察簿（様式第３号）に記載しなければならない。  

 （防火管理体制の確立） 

第10条 消防長又は主幹等は、法第８条（法第36条第 1 項において準用す

る場合を含む。）及び第８条の２に定める防火管理上必要な業務を統括し

て行わなければならない防火対象物の実態を常に把握し、防火管理業務

が適正におこなわれるようにつとめなければならない。  

 （防火管理講習） 

第11条 消防長は、防火に関し必要な業務を遂行するとともに、円滑な運

営を図るため必要に応じ防火管理のための講習を行うものとする。  

 （講習の種別） 

第12条 前条に定める防火管理講習は、資格講習及び甲種防火管理再講習

に区別する。  

２ 資格講習とは、令第３条第１項の規定に基づき、防火管理者の資格を

付与するために行うものをいう。  

３ 甲種防火管理再講習とは、消防法施行規則（昭和36年省令第６号以下

「規則」という。 ) 第２条の３第１項の規定に基づき行うものをいう。 

 （講習の実施計画） 

第13条 消防長は、資格講習及び甲種防火管理再講習は、規則第２条の３

第２項から第６項までの規定に基づき実施する。  

 （防火防災管理者選任（解任）届出書の処理）  

第14条 消防長又は主幹等は、防火防災管理者選任（解任）届出書が提出

された場合は、届出事項及び添付図書の内容を精査して「収受印」を押

印し、諸届出受付簿に所定の事項を記載する。  

２ 前項の届出書については、正、副２部を提出させ防火防災管理者選任

（解任）届出書を確認し、支障ないと認めたときは、副本に「届出済印」

を押印して届出者に返付する。  
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３ 届出書に支障がある場合は、関係者に指導を行い是正させ、是正を確

認後に副本に「届出済印」を押印して届出者に返付する。  

 （処理区分）  

第15条 処理区分は、第２条第２号アに掲げる第１号対象物は消防長、そ

れ以外は署長とする。  

 （事業所等の自衛消防訓練指導）  

第16条 消防長又は主幹等は、防火対象物及び危険物施設等の関係者に対

し、防火(防災)管理者、危険物保安監督者等及びその他の従業員による、

自主的に自衛消防訓練を行うよう指導しなければならない。  

２ 前項の関係者は、実施時（実施後を含む。）に自衛消防訓練計画、実施

結果届出書（様式第４号）を消防長又は主幹等に届出なければならない。  

３ 前項の届出があった場合、主幹等は必要に応じ訓練の指導を行い自衛

消防訓練復命書（様式第５号）で復命し、必要に応じ関係者に自衛消防

訓練の結果について（様式第６号）を送付する。  

 （自治会等の訓練等指導）  

第17条 消防長又は主幹等は、自治会その他の団体に対し、自主的に自主

防災訓練（防火教室を含む。）を行うよう指導しなければならない。  

２ 自治会その他の団体で、自主防災訓練の実施時に消防職員の指導を必

要とする場合は、自主防災会訓練実施依頼書（様式第７号）又は防火教

室実施依頼書（様式第８号）を消防長又は主幹等に届出なければならな

い。  

 （訓練届出の処理）  

第18条 第16条第２項及び前条第２項の届出は、２部提出させ、諸届出受

付簿に所定の事項を記載し、１部に「届出済印」を押印して届出者に返

付する。  

（消防計画作成（変更）届出書の処理）  

第19条 消防長及び主幹等は、消防計画作成（変更）届出書が提出された

場合は、第15条の処理区分に従い届出事項及び添付図書の内容を精査し

て「収受印」を押印し、諸届出受付簿に所定の事項を記載する。  

２ 前項の届出書については、正、副２部を提出させ消防計画作成（変更）

届出書を確認し、調査、審査をして支障ないと認めたときは、副本に「届

出済印」を押印して届出者に返付する。  

３ 届出書に支障がある場合は、関係者に指導を行い是正させ、是正を確

認後に副本に「届出済印」を押印して届出者に返付する。  
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（審査）  

第20条 法第７条に定める同意を要する建築物の確認申請書の通知を受け

た場合は、第15条の処理区分に従い、建築許可等同意処理件名簿（様式

第９号）に記載し、建築同意原簿（様式第10号）により必要な調査及び

審査を行い、消防長又は主幹等の決裁を経て関係行政庁に同意書（様式

第11号）、不同意書（様式第12号）で通知する。  

（指導書）  

第21条 前条で調査及び審査した結果、法第17条に定める消防用設備等又

は特殊消防用設備等（以下「消防用設備等」という。）の設置が必要とな

る関係者に消防用設備等の指導書（様式第13号その１）及び消防用設備

等整備表（様式第13号その２）をもって指導する。  

 （着工届の受理） 

第22条 法第17条の14の規定による工事整備対象設備等着工届出書（以下

「着工届」という。）が提出された場合は、第15条の処理区分に従い、届

出事項及び添付図書の内容を精査して「収受印」を押印し、諸届出受付

簿に所定の事項を記載する。  

２ 前項の着工届については、正、副２部を提出させ審査、調査書（様式

第14号）で審査、調査書を作成する。  

３ 前項の審査、調査結果、消防用設備等の技術上の基準等に適合し支障

ないと認めたときは、副本に「届出済印」を押印して届出者に返付する。  

４ 第２項で不適合の場合は、関係者に指導を行い是正させるものとする。 

（軽微な消防用設備等の工事又は整備） 

第23条 消防用設備等の軽微な機器、配線等の取り替え又は修理について

の工事及び整備については、軽微な消防用設備等整備届出書（様式第15

号）により処理するものとする。 

２ 前項の届出書により受理したものについては、第15条の処理区分に従

い前条に準じて取り扱うものとする。  

（設置届の受理） 

第24条 消防長または主幹等は、法第17条の３の２の規定による消防用設

備等の設置の届出（以下「設置届」という。）が提出された場合は、第15

条の処理区分に従い届出の内容を精査して「収受印」を押印し、諸届出

受付簿に所定の事項を記載する。 

２ 前項の設置届については、正、副２部提出させ、審査、調査書（様式

第14号）を作成しその結果支障ないと認めたときは、副本に「届出済印」

を押印して関係者に返付する。  
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３ 前項について不適合の場合は、関係者に指導を行い是正させ、是正を

確認後に副本に「届出済印」を押印して関係者に返付する。 

（検査） 

第25条 消防長又は主幹等は、法第17条の３の２の規定により消防用設備

等の設置による検査は、第15条の処理区分に従い処理するものとする。  

２ 当該設置に係る消防用設備等に関する図書及び消防用設備等試験結果

報告書は、「消防用設備等ごとの消防用設備等試験結果報告書の様式を定

める告示（平成元年消防庁告示第４号）」に示された様式とする。  

３ 第１項の消防検査を実施したときは、検査結果書（様式第16号）で消

防長又は主幹等に報告するものとする。  

（検査済証の交付） 

第26条 消防長又は主幹等は、消防用設備等ごとの設置届に基づき検査を

行った結果、設備等技術基準に適合しているときは、規則第31条の３第

４項に定める検査済証を交付する。 

２ 検査済証の交付は、第15条に定める処理区分に従いそれぞれの消防用

設備等ごとに検査済証を、消防長又は主幹等が交付するものとする。た

だし、同一の防火対象物で同時に二以上の消防用設備等が設置された場

合は、一つの検査済証に取りまとめて交付することができるものとする。 

 （防火対象物使用開始届出書の受理） 

第27条 消防長又は主幹等は、美幌・津別広域事務組合火災予防条例（昭

和48年条例第６号。以下「条例」という。）第50条の規定による防火対象

物使用開始届出書の届出が提出された場合、第15条の処理区分に従い届

出事項及び添付図書の内容を精査して「収受印」を押印し、諸届出受付

簿に所定の事項を記載する。 

２ 前項の届出書については、正、副２部を提出させ使用開始検査を行い、

その結果を防火対象物使用開始検査復命書（様式第17号）で消防長又は

主幹等に報告すること。  

３ 前項の検査の結果、使用に支障ないと認めたときは、副本に「届出済

印」を押印して関係者に返付する。  

４ 第２項の検査結果、使用に支障があると認めたときは、関係者に指導

を行い是正させ、是正を確認後に副本に「届出済印」を押印して関係者

に返付する。  

５ 第１項の届出書の受理の範囲  

 ⑴ 新築して使用する場合  

 ⑵ 増築して使用する場合  
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⑶ 改築して使用する場合  

⑷ 移転して使用する場合  

 ⑸ 大規模の修繕をして使用する場合  

 ⑹ 大規模の模様替えをして使用する場合 

 ⑺ 用途を変更して使用する場合  

（消防用設備等点検結果報告書等の処理）  

第28条 消防長又は主幹等は、消防用設備等点検結果報告書及び防火対象

物定期点検結果報告書の届出が提出された場合、第15条の処理区分に従

い点検結果報告書等の内容を精査して「収受印」を押印し、諸届出受付

簿に所定の事項を記載する。 

２ 前項の報告書は、正、副２部を提出させ報告書の内容を確認し、不備

箇所がないと認めたときは、副本に「届出済印」を押印して関係者に返

付する。 

３ 届出書に不備箇所がある場合は、防火対象物の権限を有する関係者に

消防用設備等点検結果について（様式第18号）で指導を行い、副本に「届

出済印」を押印して関係者に返付する。  

（条例等に基づく届出処理）  

第29条 消防長又は主幹等は、条例第41条、条例第50条（防火対象物内容

変更届出に限る。）、条例第51条から第53条まで及び美幌・津別広域事務

組合火災予防条例施行規則（平成21年規則第３号）第６条の届出が提出

された場合、第15条の処理区分に従い内容を精査して「収受印」を押印

し、諸届出受付簿に所定の事項を記載する。  

２ 前項の届出書については、正、副２部を提出させ審査、調査、検査し、

不備事項がないと認めたときは、副本に「届出済印」を押印して届出者

に返付する。  

３ 届出書に不備事項がある場合は、届出者に不備事項の是正指導を行い、

是正後、副本に「届出済印」を押印して届出者に返付する。  

 （特例認定申請の事務処理） 

第30条 消防長は、法第８条の２の３に基づく防火対象物点検報告特例認

定申請書又は法第36条第１項において準用する法第８条の２の３に基づ

く防災管理点検報告特例認定申請書を受け付けたときは、別に定めると

ころにより処理を行い、認定又は不認定の決定を行うものとする。  

（勧告） 

第31条 違反事実の是正を図る必要があると認める場合、又は立入検査の

結果、第８条に規定する指導書等により反復指導を受けながら是正され  

１２５８

〈
美
津 

二
十
八
〉 



ない場合は、当該関係者に対して勧告書（様式第19号）を交付し勧告す

るものとする。 

２ 前項の規定において、必要と認められる場合については、改善計画書

（様式第20号）を提出させるものとする。 

 （現場広報及び通報） 

第32条 主幹等は、火災、爆発、その他の災害の現場において、災害の現

況その他必要な事項を地域住民に報道するものとする。 

２ 主幹等は、所轄区域内で特異火災、その他特異な事象が発生し、特別

な措置をとる必要があると認めるときは、消防長にその状況を通報し必

要な指示を受けるものとする。 

（苦情処理） 

第33条 主幹等は、住民からの火災予防又は危険物等に関しての投書、苦

情等があったときは、すみやかに実情を調査し適切に処理をするととも

にその結果を記録しておかなければならない。 

２ 主幹等は、前項による調査結果から、特に重要と認められるもの及び

予め調査を命じられたものについては、その結果をそのつど消防長に報

告しなければならない。 

 （調査員の派遣及び要請） 

第34条 消防長は、この規程の中で定めるものについて、業務の円滑と推

進を図るため又は主幹等の行う業務に協力させるため必要があると認

めるときは、関係職員（以下「調査員」という。）を派遣するものとする。 

２ 主幹等は、屋外における火災予防措置に特に必要があると認められる

ものについては、消防長に対し調査員の派遣を要請することができる。 

（補則） 

第35条 この規程の施行について必要な事項は、消防長が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この消本訓令は、公布の日から施行し、平成21年４月１日から適用す

る。 

（関連訓令の廃止） 

２ 美幌・津別広域事務組合火災予防規程（昭和51年消本訓令第６号）は、

廃止する。 

附 則（平成27年消本訓令第３号） 

 この消本訓令は、平成27年４月１日から施行する。 

１２５９ 
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附 則（令和元年消本訓令第７号） 

この消本訓令は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年消本訓令第１号） 

この消本訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年消本訓令第４号） 

この消本訓令は、令和４年４月１日から施行する。 
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様式第１号の１　（第８条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　　　

１２６１

 　あなたの所有、管理する下記　　　　　　　　　　　　　は、

に規定する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に適合していないので、速やかに

改善するよう通知します。

第 号
年 月 日

注：改善されたとき、またはご不明の点があるときは、次にご連絡ください。

　　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

　

　

　２　名称

　３　改善指示事項

　1　所在地

指　　　　　導　　　　　書

記
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様式第１号の２　（第８条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２６２

　　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

立入検査結果通知書

　 　　　　　　年　　月　　日、あなたが所有、管理、使用している

下記対象物の立入検査を実施した結果、不備箇所が見られますので、

早急に下記により改善するよう通知します。

記

　1　対象物所在地

　

　

第 号
年 月 日

　２　名称及び用途

　３　改善指示事項

注：改善されたとき、またはご不明の点があるときは、次にご連絡ください。
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様式第１号の３　（第８条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２６３

　４　改善指示事項

　２　名　称

立入検査結果通知書

記

　　　　　　年　　月　　日、あなたの所有、管理に係る危険物施設

の立入検査を実施した結果、不備欠陥が認められるので、早急に下記

により改善するよう通知します。

第 号
年 月 日

　３　改善指定期日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日まで完了

注：改善されたとき、またはご不明の点があるときは、次にご連絡ください。

　　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

　1　対象物所在地
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様式第２号（第９条関係）

（表）

㎡

㎡

㎡
ｍ
ｍ

年 月 日

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２６４

特　殊　対　象　物　査　察　簿

消 防 用 設 備 等 の （ 指 導 ） 記 録 欄
既 存 不 適 格 事 項 遡及に関する事項 政令32条適用事項 使用開始届検査等概要

保 守 契 約 保 守 契 約 の 会 社 名 等
有　　無

面 積 用 途 備 考構 造

竣 工

合　計 人
最高

附属建築物（棟別・階別）概要

軒高
増 改 築 年 　月 　日 耐火

使 用 開 始
年 　月 　日

棟

地下 階
延 面 積

年 　月 　日 防火造 棟

（ 検 査 ）

階

階
基準時面積

算定人員

準耐 棟

建築面積
従 業 員

年

人建 築 同 意 年 　月 　日 木造 棟 塔屋

年

（NO　　）

建築同意、竣　工　等 構　　　造
主 た る 階 の 高 さ

収 容 人 員
階 層 及 び 面 積

月 日

月 日

年

（NO　　）
管 理 者 選 任 届 出

（NO　　）
防火管理者

月 日

所 在 地

権 原 者 権原者住所

統 括

名 称
用途地域

　第１種住専、第２種住専、住居、近隣商業

Ｔ Ｅ Ｌ 　商業、準工業、工業、工業専、指定なし

台 帳 NO 防火地域 　防火、準防、法22条、指定なし

併用
年 日

特 定 対 象 物
遡 及 対 象 物

( 新 規 , 更 新 ) 作 成 表 示 対 象 物
項 （ ）

月

棟 階

防火防災管理者

選 任 届 出
統括防火管理者

地上 人

管 理 者 消防計画届

防 火 防 災
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（裏）

１２６５

　区　分
４ 階 ５ 階 計

階　数
地 階 １ 階 ２ 階 ３ 階

用 途

床 面 積

開口部の有無(無窓階)

内 装 制 限

収 容 人 員

屋 外 階 段

避 難 階 段 （ 特 別 ）

防 炎 処 理

消

防

用

設

備

の

基

準

消 火 器 具

屋 内 消 火 栓
設 備
ス プ リ ン ク ラ ー
設 備

自

火

報

感 知 器

受 信 機

警 戒 区 域

非

常

警

報

設 備 ・ 器 具

自火報地区
ベ ル 併 用

放 送 設 備

漏 電 火 災
警 報 器

避 難 器 具

誘 導 灯
標 識
屋 外 消 火 栓

ポ ン プ 設 備

設 備

注　意　文　書　発　送　等

動 力 消 防
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様式第３号（第９条関係）

（表）

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２６６

所 有 者 等 の 氏 名

壁 体 ( 柱 )

会 社 名 ま た は

事 業 所 名

最 大 数 量

　　第　　　　　　　号　　　　年　　　　月　　　　日

危
険
物

容 量

床

貯蔵または取扱概要

設 置 （ 変 更 ） 許 可

番 号 及 び 年 月 日

設置許可

　　第　　　　　　　号　　　　年　　　　月　　　　日

変更許可 　　第　　　　　　　号　　　　年　　　　月　　　　日

防 油 提 構 造

出 入 口 小 屋 根

空 地 ( 区 画 内 面 積 )

容 量

へ い の 構 造

製 造 所 等 の 別

及 び 所 在 地

貯蔵所

取扱所
設 置 者 の 住 所

及 び 氏 名

変更許可 　　第　　　　　　　号　　　　年　　　　月　　　　日

変更許可

類 第 類甲乙 第 類甲乙 第 類甲乙 第 類 甲 乙

品 名

指 定 数 量 倍 数

(

専

用

室

)

の

構

造

建

築

物

階 数

屋 根 ま ど

そ の 他

タ ン ク の 数

形 状 寸 法

保護の方法

造
及
び
設
備

タ
ン
ク
の
構

常圧加圧の別 容 量

通 気 管 安 全 装 置

覚 知 装 置

消 火 設 備

避 雷 設 備

警 報 設 備

危　険　物　製　造　所　等　査　察　簿

タ ン ク 室 の 構 造
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（裏）

　　　

１２６７

交付年月日 選任年月日

危
険
物
保
安
監
督
者

（
取
扱
責
任
者

）

氏　　名 免状の種類 免状の番号

年 月 日
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様式第４号（第16条関係）

 　備考　 　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　２　訓練実施要領を作成している場合は、添付してください。
　３　職員の派遣を希望される場合は、要望事項にその旨を記載してください。
  ４　※印の欄は記入しないこと。

１２６８

　※　受　　　付　　　欄 　※　備　　　考　　　欄

避 難 誘 導
 □行った
 □行わない

地 震 対 応
 □行った
 □行わない

所　　　　　　　　　　　　見

(総合訓練実施
の場合は、各訓
練項目について
記入すること。)

消 火
 □行った
 □行わない

通 報
 □行った
 □行わない

日 時 　　　　　月　　日　　時　　分 ～  　時　　分まで

自 衛 消 防 内 容 　□消火　□通報　□避難誘導　□総合　□地震

したので、

防 火 対 象 物
所 在 地 電話番号

用　途

計　　画
自 衛 消 防 訓 練

実施結果

年　　　　月　　　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

届 出 書

住　　　所

氏　　　名

電話番号

届出者

実施の有無

要 望 事 項

するので、
消防計画に基づき、自衛消防訓練を実施 届出します。

名 称

訓 練 結 果 訓 練 項 目

参 加 人 員 名 前回訓練実施日

訓 練 種 別 　□昼間の人員による訓練　□夜間の人員による訓練

　　年　　月　　日
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様式第５号（第16条関係）

名

＊訓練所要時間

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　　　　

１２６９

通 報 開 始 分　　　　　秒 分　　　　　秒 　分　　　　　秒

人 員 報 告 火災覚知から人員報告完了迄の所要時間 分　　　　　秒

火 災 周 知 分　　　　　秒 分　　　　　秒  分　　　　　秒

終 了

初 期 消 火 分　　　　　秒 分　　　　　秒  分　　　　　秒

所 要 時 間

火 災 覚 知 秒 分　　　　　秒 　分　　　　　秒

消防署 消防本部 名

避 難 訓 練
消 火 訓 練
そ の 他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

復 命 者
階 級 氏 名

記

避 難 開 始 分　　　　　秒 分　　　　　秒 分　　　　　秒

開 始

自　衛　消　防　訓　練　復　命　書

　　年　　　月　　　日

出 向 車 両

出 向 人 員

自 衛 消 防 訓 練 を 実 施 し た 結 果 、 下 記 の と お り 復 命 し ま す 。

日 時

場 所

訓 練 参 加 者

訓 練 内 容

訓 練 結 果

通 報 訓 練
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様式第６号（第16条関係）

様
美幌・津別広域事務組合　
 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２７０

備 考

避 難 訓 練

訓 練 指 導 事 項

訓 練 内 容 指　　　　　導　　　　　事　　　　　項

通 報 訓 練

　

人 員 報 告

4

火 災 周 知

初 期 消 火 分　　　　秒 分　　　　秒 分　　　　秒

通 報 開 始 分　　　　秒 分　　　　秒 分　　　　秒

秒 分　　　　秒 分　　　　秒

火 災 周 知 分　　　　秒 分　　　　秒 分　　　　秒

火 災 覚 知

2 対 象 物

3 訓 練 所 要 時 間

開 始 終 了 所 要 時 間

年 月 日

自衛消防訓練の結果について

このことについて、下記のとおりでしたので、今後の防災体制について、更に万全

を期するように通知します。

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

記

1

避 難 開 始 分　　　　秒 分　　　　秒 分　　　　秒

人 員 報 告 火災覚知から人員報告完了迄の所要時間 分　　　　秒

訓 練 月 日

第 号
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様式第７号（第17条関係）

年　　　　月　　　　日

様

　備考 １　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　 ２　※印の欄は記入しないこと。

１２７１

※　　受　　付　　欄

　大人 名 　子供

※　　経　　過　　欄

実 施 日 時

場 所

(2)　初期消火訓練

(3)　避難誘導訓練 (4)　救出救護訓練

(5)　情報伝達訓練

電話番号

(6)　給食給水訓練

代表者氏名

電 話 番 号

時　　　分から
　　　　　 年　　 月　　 日（　　 ）

時　　　分まで

(1)　講 　話

下記のとおり自主防災訓練を実施したいので指導をお願いします。

自 主 防 災 会 訓 練 実 施 依 頼 書

届出者又は

訓 練 内 容

参 加 予 定 人 員

担 当 責 任 者

実 施 内 容

そ の 他

名

(7)　総合訓練 (8)　その他

名 計

氏名
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様式第８号（第17条関係）

年　　　　月　　　　日

様

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２　※印の欄は記入しないこと。

１２７２

※　　受　　付　　欄 ※　　経　　過　　欄

名 子供

　□　ビデオ上映

　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名担 当 責 任 者

実 施 要 領

そ の 他

要 望 事 項

電 話 番 号

下 記 の と お り 防 火 教 室 を 実 施 し た い の で 指 導 を お 願 い し ま す 。

　□　消防車両展示

実 施 日 時

場 所

実 施 内 容

時　　　分から

計

　　　　　　 年　　 月　　 日（　　 ）
時　　　分まで

電話番号

名参 加 予 定 人 員

　□　消火器取扱

防　火　教　室　実　施　依　頼　書

　□　防火講話

　大人

代表者氏名
届出者又は

名

〈
美
津

三
十
四
〉



様
式

第
９

号
（
第

2
0
条

関
係

）

第
号

月
　

 日
月

　
 日

月
 　

日

　
備

考
　

　
こ

の
用

紙
の

大
き

さ
は

、
日

本
産

業
規

格
Ａ

４
と

す
る

こ
と

。
　

　
　

　

１２７３

階
数

建
築

面
積

延
べ

面
積

政
令

項
該

当
区

分

同
意

不
同

意
月

日

工
事

完
了

予
定

日

築
造

地
建

築
地

設
置

地

申
請

者
住

所
氏

名

建
　

築
　

許
　

可
　

等
　

同
　

意
　

処
　

理
　

件
　

名
　

簿

補
正

追
加

用
途

工
事

種
別

棟
数

戸
数

番
号

新
規 ・

変
更

受
付

月
日



　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２７４

消
防
用
設
備
等

防 火 対 象 物 該当 項 無 構造別

消 火 設 備 □屋内消火栓□屋外消火栓□スプリンクラー□水噴霧

木造・防火造・準耐・耐火

□自火報設備□漏電警報器□非常警報設備□非常警報器具□放送設備

避 難 設 備 □避難梯子□避難用タラップ□緩降機□救助袋□誘導灯□誘導標識

□ボイラーかまど□変電□蓄電池□発電

危 険 物 政令該当　　　㍑　　条例該当　　　㍑　　LPG　　　kg

住宅用警報器等

警 報 設 備

屋 根 □長尺カラー鉄板□アルミニウム-亜鉛合金めっき□ステンレス防水

外 壁 □防火サイディング□ブロック□不燃サイディング

軒 裏 □軒天ボード□スレート板□防火サイディング

合 計 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

申
請
建
築
物
概
要

用 途 　地階用途

㎡

申請以外の 部分 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

階 別 １　階 ２　階 階 合　　　　計

床
面
積

申 請 部 分 ㎡ ㎡ ㎡

建 築 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 最高軒高

延 べ 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ｍ

申請部分 申請以外の分 合　　　　　計 建ぺい率

敷 地 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 　％

用 途 地 域 防火地域 防火・準防火・法２２条・指定なし

主 要 用 途 工事種別 新築・増築・改築・移転・修繕・用途変更

氏 名

設 計 者 住 所

氏 名

様式第10号（第20条関係）

建　築　同　意　原　簿

同　　意　・　不　同　意
受 付 　年　　　月　　　日　第　　　　　号 調 査 年 月 日 　　　年　　月　　日

工 事 種 別

調 査 意 見

防 火 区 画 □隔壁(  ) □界壁(  ) □防火壁(  ) □防火戸(  ) □防火シャッター(  )

階 段 □直通階段(  ) □避難階段(  ) □特別避難階段(  ) □屋外階段(  )

□煙式（　　個）□熱式□免除（　　　　　　）

火気・電気設備

□新築□増築□改築□移転□修繕□模様替□用途変更

構 造 □木造□ブロック造□鉄骨造□鉄骨鉄筋コンクリート□鉄筋コンクリート

申 請 地 名 番 地

　年　　　月　　　日　第　　　　　号 調 査 員 名

申 請 者 住 所

同 意

〈
美
津

三
十
二
〉



様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　　　
　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２７５

様式第11号（第20条関係）

建築基準法第９３条第２項の規定に基づく同意書

２．申請年月日

下記の計画は、建築物の防火に関する法律又はこれらに基づく命令若しくは条例

の規定に違反しないものであると認められますので、同意する旨通知します。

３．建築場所、設置場所又は築造場所

記

１．建築主、設置者又は築造主

第 号

年 月 日

〈
美
津

三
十
二
〉



様式第12号（第20条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

３．建築場所、設置場所又は築造場所

４．同意できない事由

第 号

年 月 日

１２７６

 　下記の計画は、建築物の防火に関する法律又はこれらに基づく命令若しくは条例

の規定に違反しないものであると認められないので、同意できない旨通知します。

記

建築基準法第９３条第２項の規定に基づく不同意書

１．建築主、設置者又は築造主

２．申請年月日

〈
美
津

三
十
二
〉



様式第13号その１（第21条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２７７

指　　　　導　　　　書

第 号

年 月 日

 　あなたの所有・管理・使用されている[　　　　　　　　 　　　　　　　　　]は､消防法及び

消防関係法令等の規定により､別紙のとおり消防用設備等の設置が必要なので通知

します。

　 なお、使用開始の７日前に ｢防火対象物使用開始届出書｣ の提出を行い、検査を

受けてから使用してください。

〈
美
津

三
十
二
〉



　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　

１２７８

そ　　　　の　　　　他

種 類 備 考

　
　

場 所

     (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

必要単位・数量

 ※　 消火器は、床面から1.5メートル以下の箇所に設置し、その箇所に「消火器」と
    表示した標識を見やすい位置に設けること。
 ※ 　具体的設置方法については､別紙設置図を参考にしてください。
 ※　 工事内容を変更したり、ご不明な点がありましたら、次にご連絡ください。

設 備 等

様式第13号その２（第21条関係）

消 防 用 設 備 等 整 備 表

〈
美
津

三
十
二
〉



電話番号

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２７９

防 火 対 象 物

年 月 日

年 月 日

受 付 番 号

受 付 年 月 日

審査調査年月日

備 考

審査・調査員

様式第14号（第22条関係）

審　　　査

　　　　　　　　　　　書

調　　　査

届 出 種 別

審 査 又 は
調 査 内 容

意 見

第 号

指示事項又は
承 認 事 項

名称

住所

用 途

〈
美
津

三
十
二
〉



　年　　月　　日

様

　
　

　
下
　　下記のとおり軽微な消防用設備等を修理、整備をしましたので届け出します。

階

㎡

類 第 号

 　備考 １ 　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　 ２　※印の欄は記入しないこと。

１２８０

＊　受　　付　　欄 ＊　経　過　欄

交付番号種 第　　

㎡ ・ 延 べ 面 積床面積

修 理 ･ 整 備 の 概 要

検 査 希 望 年 月 日

造 ・ 地 上 階 ・ 地 下

消 防 用 設 備 等 の 種 類

所 　　　　在 　　　　地

名 　 　　　　　　　　称

用 　 　　　　　　　　途

構 造 ・ 規 模

住　　　所

氏　　　名

電話番号

届出者

防
火
対
象
物

氏 名
設 置 者

住 所

修
理
・
整
備
者

設 計 者

施 行 者

消防設備士

免状の種類

種 別

住 所

氏 名

＊　備　 　考

様式第15号（第23条関係）

軽微な消防用設備等整備届出書

住 所

氏 名

住 所

氏 名

記

〈
美
津

三
十
四
〉



　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２８１

検　査　結　果　書

届 出 種 別

検査年月日 年　　月　　日

要 旨

用 途

検 査 内 容

意 見

備 考

検 査 結 果

防 火 対 象 物
名 称

検 査 員

住 所

様式第16号（第25条関係）

立 会 人

〈
美
津

三
十
二
〉



様式第17号（第27条関係）

（表）

地
階

一
階

二
階

三
階

四
階

合
計

地
階

一
階

二
階

三
階

四
階

合
計

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２８２

所 在 地

周 囲 の 状 況
東

業 態 及 び 名 称

所有者住所氏名

工 事 の 種 別

西

南 北

軒 裏

使用者住所氏名

構 造 建 築 面 積 ㎡

屋 根 延 面 積 ㎡

火 気 取 扱 設 備

各 室 の 内 装

外 壁 敷 地 面 積 ㎡

合
計

収 容 人 員
従
業
員

固
定
席

長
椅
子

㎡

そ
の
他
の
席

収
容
者

㎡ ㎡ ㎡

床 面 積
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

避 難 設 備
地
階

一
階

㎡

該 当 面 積
㎡ ㎡ ㎡

二
階

三
階

四
階

消
　
防
　
用
　
設
　
備

消 火 設 備
地
階

一
階

合
計

警 報 設 備
地
階

一
階

二
階

四
階

三
階

四
階

合
計

合
計

二
階

三
階

防火対象物使用開始検査復命書

〈
美
津

三
十
二
〉



（裏）

%

年 月 日 年 月 日

　　  　　　年　月　日付で届出のありました防火対象物使用開始届の

使用開始検査結果を上記のとおり復命します。

年 月 日

受命者

美幌・津別広域事務組合　

消防長（消防署長） 様

１２８３

建　築　確　認　申　請　の　概　要

申 請 者
申請 人の
住所敷地
所 在 地

備 考

用 途 軒 裏

工事種別 内 装

敷地面積

屋 根

構 造 建築面積

延べ面積

設 計 者

着 工 竣 工

施 工 者 空地比

外 壁

〈
美
津

三
十
四
〉



様式第18号（第28条関係）

様

美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１２８４

設　備　名 不　　備　　事　　項

 注：改善されたとき、またはご不明の点があるときは、次にご連絡ください。

このことについて、あなたが所有、管理、使用されている防火対象物「 住所、 対

象物名 」について、消防法第17条の３の３に定める消防用設備等点検結果報告書

を 年 月 日付第 号で収受しましたが、点検結果に消防用設備等

の不備事項が下記のとおりでありますので早急に改善してください。

記

第 号
年 月 日

消防用設備等点検結果について（通知）

　     (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

〈
美
津

三
十
二
〉



様式第19号（第31条関係）

　

　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　美幌・津別広域事務組合　

 　消防長（消防署長） 印

　1　所在地

　２　名　称

　３　不備欠陥事項

注：改善されたとき、またはご不明の点があるときは、次にご連絡ください。

　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　　　　　　　）

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　

１２８５

第 号

勧　　　　　告　　　　　書

 　あなたの所有、管理する下記　　　　 　　　　　　　　　は、下記のとおり不備

欠陥事項があり、防火の関係法規に適合していないので、速やかに改善す

るよう勧告します。

 　なお、別紙改善計画書を　　　　　年　　月　　日までに提出してください。

年 月 日

記

〈
美
津

三
十
二
〉



様式第20号（第31条関係）

年　　　月　　　日

　

　 様

住　　　所

届出者 氏　　　名 ㊞

電話番号

　

　備考　　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　　　

１２８６（－１３５０）

場 合 は そ の 理 由

 　このことについて、　　　　年　　月　　日付　　　　　　　第　　　号の指示に

基づき下記のとおり改善計画をたてましたのでお届けします。

対象物の所在地及び名称

記

改　善　計　画　書

改善計画内容・改善期日

改善に日時を要する

〈
美
津

三
十
二
〉


